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１ はじめに  

（１）背景  

ア 近年の水管理を取り巻く状況の変化  

高度経済成長期以来、農村の人口減少と高齢化が進行するとともに、農業

従事者の減少・高齢化が進行している。 

一方、担い手への農地集積・集約化により、１農業経営体当たりの経営耕

地面積は増加傾向にある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-1 基幹的農業従事者数と平均年齢 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-2 農村・都市部の人口と高齢化率 
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図 1-3 1 農業経営体当たりの経営耕地面積 

 

また、農業構造の変化に伴い、大規模経営体と小規模農家への二極化や土

地持ち非農家の増加等が進行し、集落機能の低下による農業水利施設等の保

全管理にも支障をきたす状況である。 

このような中、配水を管理する土地改良区では、人員不足による水管理労

力の増大が深刻化し、広大な面積を耕作する担い手では、多数の末端ほ場の

給水栓等の操作に多大な労力を要していることが課題となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-4 農地面積に占める担い手の利用面積の推移  

 

イ 水管理の政策的位置付け  

（ア）「食料・農業・農村基本計画」（令和２年３月 31 日閣議決定） 

食料・農業・農村基本計画（参考 1-1）において、施策推進の基本的な視

点としてスマート農業の加速化と農業のデジタルトランスフォーメーショ

ンの推進が位置付けられている。 

また、農業の持続的な発展に関する施策として、自動走行農機やＩＣＴ

水管理等の営農の省力化等に資する技術の活用を可能にする農業生産基盤

整備の展開や、農業の担い手のほぼ全てがデータを活用した農業を実践する

ための望ましい環境整備、また、ＩＣＴ水管理等の新技術に対応するための

土地改良区の運営基盤の強化が位置付けられている。 
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（イ）「土地改良長期計画」（令和３年３月 23 日閣議決定） 

土地改良長期計画（参考 1-2）において、スマート農業の推進による生産

コスト削減を通じた農業競争力の強化が政策目標として掲げられ、その中で、

水需要の多様化に対応可能なＩＣＴ水管理等によるスマート農業の推進が

位置付けられている。 

また、ＩＣＴなどの新技術を活用した農業水利施設の戦略的保全管理と

柔軟な水管理の推進が政策目標として掲げられ、その中で、柔軟な水管理を

可能とする整備等の推進が位置付けられている。 

 

（ウ）「みどりの食料システム戦略」（令和３年５月農林水産省策定）  

みどりの食料システム戦略（参考 1-3）において、農業データ連携基盤

（WAGRI）を通じた農機、デバイス等のデータ共有・連携、ＩＣＴ水管理に

よる労働生産性の向上が位置付けられている。 

また、農業水利施設の省エネ化・再エネ利用の推進や、農業農村インフ

ラの管理の省力化・高度化を図るとともに、地域活性化、スマート農業の実

装を促進するために、農村地域の情報通信環境の整備を推進することが位置

付けられている。 

 

（エ）「成長戦略実行計画」（令和２年 12 月１日成長戦略会議とりまとめ）  

成長戦略実行計画（参考 1-4）において、「成長戦略会議においても、ス

マート農林水産業について検討を行う場を設け、審議を進める。」とされて

おり、令和３年２月～４月にスマート農林水産業ワーキンググループを４回

開催している。令和３年２月のスマート農林水産業ワーキンググループ（第

１回）（参考 1-5）において、スマート農業の社会実装に向けた工程表を提

示しており、工程表の中で、ＩＣＴモデル事業を実施する 13 地区について、

2022 年度までに効果検証を実施（予定）することが位置付けられている。 

また、成長戦略フォローアップ（令和３年６月 18 日閣議決定）（参考 1-6）

において、スマート農業の実装を促進するため、ＩＣＴ水管理施設等の整備

の推進が位置付けられている。 

 

ウ 効率的な水管理に向けたこれまでの検討経緯  

水管理においては、配水を行う土地改良区の人員が不足する中、少数で効

率的に配水管理できること、また、担い手の経営規模が大きくなる中、担い

手が農業経営に集中するためにも取水管理を省力化できることが求められ

ている。営農現場における持続性確保と生産性向上を両立するためには、水

位や水温等のデータを効率的に活用できる環境を整備して効率的な配水・取
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水管理を行うことが不可欠である。 

ＩＣＴ水管理システムの構築に係るこれまでの検討経緯は、図 1-5 及び図

1-6 に示すとおりである。平成 26 年度から平成 30 年度にかけて実施された

戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）「次世代農林水産業創造技術」

において、ＩＣＴ省力化技術により効率的な配水・取水を行うための新たな

水管理システム（次世代型水管理システム）の概念を整理している。また、

散在する様々なデータを集約・統合して有効活用するため、データ連携や集

約化を行うための農業データ連携基盤（WAGRI）の構築等を実施している。 

その後、平成 29 年度から令和元年度にかけて、農林水産省は、農業デー

タ連携基盤（WAGRI）を用いてデータの相互連携を実証調査により検証する

とともに、データ連携を図るためのＩＣＴ規格の標準化について「水管理情

報のデータ項目に関する情報（暫定版）（案）」を作成している。 

現在は、モデル事業による現場実証を行っているところであり、ＩＣＴ導

入の社会実装に向けた課題を整理しているところである。 
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図 1-5 ＩＣＴ水管理システムに係る検討経緯  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-6 各プロジェクト、業務等の関係性  

○ 平成 26 年度から平成 30 年度にかけ、内閣府は産官学が連携した戦略的イノベーシ
ョン創造プログラム（SIP）を実施。 

 ⇒ この中で、ほ場-広域連携型の次世代水管理システムの開発や導入ガイドの作
成、データ連携や集約化を行うための農業データ連携基盤（WAGRI）の構築等
を実施。 

○ 平成 29 年度から令和元年度にかけ、農林水産省は、同プログラムの進展やＩＣＴを
活用した水田センサー等の普及を見据え、水管理分野において、幹線からほ場まで一
連の農業水利制御システムとしてデータ連携を図るための共通フォーマット等につい
て検討。 

 ⇒ この中で、複数メーカーの農業水利制御システム（自動給水栓、水位センサ
ー等）による水管理情報について、農業データ連携基盤「WAGRI」を通じた共
有（提供、集約、閲覧）の可能性について実証調査。その結果を踏まえ「水
管理情報のデータ項目に関する情報（暫定版）（案）」を作成。 

概念整理（H26-30）

標準化の検討（H29-R1）

現場実証（現在）

【次世代型水管理システムを定義】
・「ほ場水管理システム」、「配水管理システム」及び「基幹水
管理システム（TM・TC）」で構成

【標準化等のルール整備（WAGRIの構築）】
・データやサービスを相互連携し、生産性向上・経営改善に
取り組む
・農作業効率（営農管理・水管理等）を向上

【次世代型水管理システム
導入ガイドの作成】
・同システムの概要を整理

【ICT導入の社会実装】
・地区の実情に応じて
遠隔監視・制御等を活
用した効率的な配水・
取水管理を実現

【水管理情報のデータ項目に関する情報（暫定版）（案）の作成】
・共通フォーマット等のICT規格の標準化等を検討

【フルモデルの現場実証】
・基幹から末端に至る一連の施設を
ICT化で連携させて効果を検証

戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）

農業水利制御システムに係る標準化実証調査検討業務等

データの相互連携を実証調査

改定の必要性等を検討

社会実装（今後）

ICT水管理モデル事業等

【モデル事業による現場実証】
・ICT水管理モデル事業・スマート農業実
証プロジェクトの実証成果を整理

【ICT導入の手引きの作成】
・導入にあたっての留意点等を整理

【配水サイド（土地改良区）】
・人員不足により水管理労力が増大

【取水サイド（担い手）】
・経営面積拡大によりほ場の水管理労力が増大

人手による配水・取水管理（これまで）

営農形態の変化や水需要の多様化
に対応した水管理の高度化に向けた
検討を開始

データ連携に関する農家及びメーカーの意見

次世代型水管理システム導入ガイドの作成（H26-30）

遠隔・自動水管理システムの開発

○ ほ場水管理の情報通信・制御技術を導入したほ場-広域連携型
の次世代水管理システムの開発

○ ICTを活用した次世代型水管理システムを土地改良事業等にお
いて導入するに当たって必要となる基本的事項と課題を整理

○ 同システム導入の際は、現状の水管理システムの構成、各技術
ステージのレベル等を把握して展開方向を決定する。

データの扱い・標準化等のルール整備（H29-30）

要素技術の連携・統合

○ 農業データ連携基盤（WAGRI）の構築

戦略的イノベーション創造プログラム（SIPプロジェクト）
「次世代農林水産業創造技術」（H26-30）

水管理情報のデータ項目に関する情報（暫定版）（案）（以下「ガイドライン（案）」と
いう。）の作成（H29-R1）

共通フォーマットのICT規格の標準化等

○ ほ場に設置された給水栓、落水口等のメーカーが複数あり、デー
タの集約・共有等が困難であったことから、水管理のICT化に係る
情報の標準化に向けたガイドライン（案）を作成

○ 農業データ連携基盤（WAGRI）を用いて、複数メーカーの農業水
利制御システムについてガイドライン（案）に基づいたデータの接
続性、互換性等を検証し、問題がないことを確認

○ 今後の社会実装の進捗状況を勘案しながら、必要な情報を収集
整理し、データの単位・形式の標準化をアップデート

（参考）データ連携に関する農家及びメーカーの意見

対象 意見の概要

農家
・スマホやタブレット上で各ほ場の水位を表形式で一覧表示して確認できることは便利
・通信費や工事費が安いほうが良い

メーカー
・単位の仕様や対応単位を制限することで特定の機器に有利に働いたり、反対にそれら
を幅広く設定することでコスト増をまねくことを懸念

ICTを活用した水管理技術
の調査検討業務（H29）

農業水利制御システムに係る標準化
実証調査検討業務（H30-R1）

次世代型水管理システムに対応する展開レベル

レベル0 レベル1 レベル2 レベル3 レベル4

概要 現状の
TM・TC

ほ場水管理
システム

支線レベルの配水管
理システムの整備

ほ場-支線間で
データ連携

ほ場から幹線ま
でデータ連携

幹線レベル
（送水系）

○ ○ ○ ○ ◎

支線レベル
（配水系）

× × ○ ◎ ◎

ほ場レベル
（末端系）

× ○ ○ ◎ ◎

○水管理システムが整備済み、×システム未整備、◎各レベルとのデータ連携も可能

○ 現在、スマート農業技術の実証成果を整理中

ICTモデル事業（H30～） スマート農業実証プロジェクト（R1-2）

実証

実証

実
証
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図 1-7 各プロジェクト・業務等で出された引き続き検討すべき課題  

 

○ これまでの「SIP」（内閣府）や「農業水利制御システムに係る標準化実証調査検討
業務」（農林水産省）等における検討では、実際にＩＣＴを農業用排水の管理に導入
するに当たり、適切な機能発揮のための設備、コスト、現場状況・利用者の慣行に応
じた調整など、引き続き検討すべき課題（下図参照）を提示。 

○ これら課題については、現在実施中であるＩＣＴモデル事業やスマート農業実証プ
ロジェクト等の成果等を通じ検討が必要。 
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（参考 1-1）食料・農業・農村基本計画（令和２年３月）（一部抜粋） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．農業の持続的な発展に関する施策 

（５）農業の成長産業化や国土強靱化に資する農業生産基盤整備 

①農業の成長産業化に向けた農業生産基盤整備 

・・・自動走行農機やＩＣＴ水管理等の営農の省力化等に資する技術の活

用を可能にする農業生産基盤の整備を展開するとともに、関係府省と連携

し、農業・農村におけるＩＣＴ利活用に必要な情報通信環境の整備を検討し、

農業の担い手のほぼ全てがデータを活用した農業を実践するために望まし

い環境整備に取り組む。 

④農業・農村の構造の変化等を踏まえた土地改良区の体制強化 

土地改良区の組合員の減少、ＩＣＴ水管理等の新技術、管理する土地改良

施設の老朽化に対応するため、・・・・・「土地改良法の一部を改正する法律」

の改正事項の定着を図り、土地改良区の運営基盤の強化を推進する。 

食料・農業・農村基本計画（一部抜粋） 

（令和２年３月 31 日閣議決定） 



8 
 

（参考 1-2）土地改良長期計画（令和３～７年度）全体概要（一部抜粋） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［ 施 策 ２ ］ 水 田 の大 区 画 化 、畑 地 ・ 樹 園 地 の区 画 整 理 や緩 傾 斜 化 等 、自 動 走 行 農

機・水需要の多様化に対応可能なＩＣＴ水管理等によるスマート農業の推進 

 ・・・農業者の高齢化・減少等農業を取り巻く情勢の変化を踏まえ、

自動走行農機や、多様化する水需要に柔軟に対応するＩＣＴ水管理等の

活用を可能にする農業生産基盤整備を推進していくとともに、情報化施

工で得られた座標データから地図を作成し、自動走行農機等の運転に活

用する手法の具体化を推進していく必要がある。 

［施策９］ロボットやＩＣＴ等も活用した施設の計画的かつ効率的な補修・更新等による

戦略的な保全管理の徹底、柔軟な水管理を可能とする整備等の推進 

・・・農業者の高齢化・減少が進む中でも農業水利施設の機能が安定

的に発揮されるよう、施設の集約や再編、統廃合等のストック適正化、

柔軟な水管理を可能とするＩＣＴを活用した整備を推進し、維持管理費

の節減を図っていく必要がある。 

土地改良長期計画（一部抜粋） 

（令和３年３月 23 日閣議決定） 

 

［ 施 策 １ ］  

［ 施 策 ３ ］  

［ 施 策 ４ ］  

［ 施 策 ５ ］  

［ 施 策 ６ ］  

［ 施 策 ７ ］  
［ 施 策 ８ ］  

［ 施 策 ９ ］  

［ 施 策 ２ ］  
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（参考 1-3）みどりの食料システム戦略（一部抜粋） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 具体的な取組 

（２）イノベーション等による持続的生産体制の構築 

  ⑤労働安全性・労働生産性の向上と生産者のすそ野の拡大 

農業データ連携基盤（WAGRI）を通じた農機、デバイス等のデータ共有・連携 

農地の大区画化、ＩＣＴ水管理による労働生産性の向上 

（５）食料システムを支える持続可能な農山漁村の創造 

  ①基盤整備の推進 

 ・・・農業水利施設の省エネ化・再エネ利用の推進 

②農山漁村発イノベーションの推進 

  農業農村インフラの管理の省力化・高度化を図るとともに、地域活性化、スマ

ート農業の実装を促進するために、農村地域の情報通信環境の整備を推進 

みどりの食料システム戦略（一部抜粋） 

（令和３年５月農林水産省策定） 
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（参考 1-4）成長戦略実行計画（令和２年 12 月１日成長戦略会議とりまとめ）（一部抜粋） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（参考 1-5）スマート農林水産業ワーキンググループ（第１回）（令和３年２月９日開催） 

資料（一部抜粋） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（参考 1-6）成長戦略フォローアップ（令和３年６月１8 日成長戦略会議とりまとめ） 

（一部抜粋） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第６章 「新たな日常」構築の原動力となるデジタル化への集中投資・実装とその環境整備 

（２）スマート農林水産業 

 ・・・。 

 成長戦略会議においても、スマート農林水産業について検討を行う場を設け、

審議を進める。 

成長戦略実行計画（一部抜粋） 

（令和２年 12 月１日成長戦略会議とりまとめ） 

１．新たな成長の原動力となるデジタル化への集中投資・実装とその環境整備 

（７）スマート農林水産業 

ⅰ）スマート農業の推進 

2022 年度までに、生産基盤の強化を技術面から支えるスマート農業の本格的な

現場実装を着実に進める環境が整うよう、以下の取組を一体的に進める。 

（スマート農業の推進） 

・スマート農業の実装を促進するため、自動走行農業機械に適した農地の大区画

化やＩＣＴ水管理施設等の整備を推進する。 

成長戦略フォローアップ（一部抜粋） 

（令和３年６月１8 日成長戦略会議とりまとめ） 


